
令和７年度第１回大阪府企業立地促進補助金審査会（府施策との整合性審査） 

概要 

 

日  時  令和７年８月５日（火）１０時００分から１２時００分まで 

場  所  大阪府咲洲庁舎２５階会議室（大阪府が指定する Web会議室） 

案  件  ２件 

審査委員  大阪商業大学大学院 地域政策学研究科 

（敬称略） 大阪商業大学 総合経営学部 教授          太田 一樹（会長） 

      エタニティラボ 代表 中小企業診断士         岡﨑 永実子 

大阪公立大学大学院 工学研究科 教授        荻野 博康 

摂南大学 経営学部 准教授             木下 和紗 

 

【内容審査】 

・府内投資促進補助金（産業集積促進地域における工場等） 

１ 立地する事業所で実施する事業内容 

（１）雇用の拡充 

（２）生産性・効率性の向上度 

２ 立地する事業所の機能・役割 

３ 立地企業の経営基盤等 

（１）経営基盤 

（２）経営改善や人材育成等の取り組み状況 

（３）事業実績 

  加点項目 

 今後に向けた取り組み 

 

【１】白光株式会社による事業計画に係る府施策との整合性審査 

（１）事業概要 

○電気機械器具製造業の工場の立地 

○立地場所／敷地面積／延べ面積  

大阪府東大阪市西堤学園町／1,314.47㎡／765.43㎡ 

○補助対象経費／補助金額    

約 339,014千円／30,000千円 

（２）補助金の種別 ････ 府内投資促進補助金（産業集積促進地域における工場等） 

（３）審査結果：補助事業者として適当であると認定  

○審査方法 

・各委員が審査項目（６項目）を５段階評価（５点満点）、また加点項目を３段階

評価（３点満点）し、平均評価点が７割以上を満たすこと（ただし、評価点は

最大３０点とする） 

○審査結果 

・各委員が評価した結果、評価点の平均が２４．５点（３０点中）であり、平均

評価点が７割以上となった 

 



 

○委員の主な所見 

    ・環境に配慮されているが、さらに、地域と連携を取りながら、ＳＤＧs への取

組みを強化してもらいたい。 

    ・今回の新工場計画では、生産の効率化や環境負荷低減などメリットが大きいも

のとなっている。また、生産余力を持つことで事業の継続性も高くなる計画で

ある。さらなる事業基盤の強化、雇用の維持等により大阪府の産業の活性化へ

の貢献が期待できる。 

    ・府下２工場を産業集積促進地域の新工場テクノベース大阪に統合することで、

生産性・効率性の向上が期待できる。また、職場環境の改善も期待できる。 

    ・ＤＸ化については一層注力する必要があるものの、事業実績や経営基盤の安定

性、経営改善や社内外における人材育成への積極的な取組状況のほか、市場動

向や市場における位置づけからみても安定的な売上が期待できる。 

 

 

【２】株式会社青木製作所による事業計画に係る府施策との整合性審査 

（１）事業概要 

○ポンプ・ガス圧縮機製造業の工場の立地 

○立地場所／敷地面積／延べ面積  

大阪府東大阪市柏田西／649.11㎡／1,270.60㎡ 

○補助対象経費／補助金額    

約 282,500千円／28,250千円 

（２）補助金の種別 ････ 府内投資促進補助金（産業集積促進地域における工場等） 

（３）審査結果：補助事業者として適当であると認定  

○審査方法 

・各委員が審査項目（６項目）を５段階評価（５点満点）、また加点項目を３段階

評価（３点満点）し、平均評価点が７割以上を満たすこと（ただし、評価点は

最大３０点とする） 

○審査結果 

・各委員が評価した結果、評価点の平均が２２．５点（３０点中）であり、平均

評価点が７割以上となった 

○委員の主な所見 

    ・生産性向上に資するための具体的計画が欲しいところ。ＢＣＰについても具体

的計画に沿い、実現してほしい。 

・競争力の高い製品であり、今回の計画により生産能力が増強され、また製  

品の用途から今後の需要が見込まれることから、売上拡大が期待できる。 

ただし、人員計画や売上計画においてやや具体化に不十分な点が見受けられ 

るため、今後も業績が維持できるよう、適切な計画策定が望まれる。 

    ・住宅地域に存在する本社工場を産業集積促進地域に拡張することで、本社工場



周辺の環境改善への寄与が幾許か期待できる。製品であるポンプや圧縮機は、

カーボンニュートラルなどに貢献できると期待できる。一方、製品の製造過程

における効率化や省エネは今後期待したい。 

    ・人材確保に向けた具体的な計画や、体制構築・強化、生産性・効率性アップに

は課題もある一方、80年以上に渡って培ってきた技術や自己資本比率の高さに

みられる経営基盤の安定性からみて妥当な事業計画であるとともに、作業環境

や住工混在問題の改善に向けた対応によって、事業の継続性強化が期待できる。 


